
 

   

 

 

 

【3 月議会 概要】 
平成 29 年 3 月 1 日～17 日の日程で｢平成 29 年度・第 1 回下妻市議会定例会｣が開催され、議案 29

件が上程・審議され、全議案承認可決されました。今回から一般質問に一問一答式が加わりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまで「雨の日でも遊べる子供の遊び場」 

                  が必要といろいろな場面で訴えてきました。 

                  一般質問や文教厚生委員会の視察を通じて 

                  WaiWaiドームの子育て支援機能強化に貢献 

                  することができたと思います（子育て相談機能の付与等）集客の面でも子

育て機能強化は有効です、今後も子育てしやすいまちを目指し取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度の一般会計、特別会計予算が本議会で承認されました。 

今回の予算編成は「昨年実績ベース」で行ったとの説明があり、こ

れまである程度（余力・のりしろ）をもって編成していたものを、それを排しての予算組みとういこ

とで、厳しい編成を強いられているという印象を受けました。 

これには合併特例期間の終了や、まちなかの都市再生整備事業実施の影響があるものと思われます。 

持続可能な自治体運営を心掛け今後も取り組んでまいります。 

 

 

「平成の大合併」により誕生した合併自治体に対する財政支援措置、合併した自治体が合併後一定期

間は、合併しないで存続した時の地方交付税額を下回らないように保証される（下妻・千代川２つの

自治体が存続していると仮定）この期間が終了し、合併後の下妻市に対する地方交付税は新たに算定

しなおされ（合併算定替）これにより交付税が減少します。  

下妻市はこの期間が終了し、段階的に地方交付税が引き下げられている状況です（昨年比△2 億円  

5 年で 5 億円の引き下げとなる）、今後更に効率的な財政運営が求められることになります。 

 

 

 

 

H29 年度砂沼サンビーチ特別会計に一般会計から１千万円繰り入れがされました。 

下妻市がサンビーチの運営を行うようになってからこれまで、サンビーチは黒字での運営が続いてき

ましたが、今回初めて一般財源から税金を投入する形となりました、昨年の天候不順の影響が大きか

ったようです。 

今後は老朽化の進行により、修繕費の捻出がますます難しくなっていくことが予想されます。 

 

その様な中、議会では特別委員会を設置しサンビーチの今後について議論を始めました。 

一般財源を投入してまで運営を続けるべきなのか？ そのことが最大の論点になるかと思います。 

以前の報告書でも書きましたが、私はここでもう一度民間委託の可能性を探ってみることを提案して

います、下妻市の観光の顔であるサンビーチを長期的に存続させられるよう、最後まで可能性を追求

してまいります。 

          

2017 年 春号 

下妻市半谷７７３－３８ 

ＴＥＬ・ＦＡＸ ０２９６－４４－６２４４ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

今回から、従来の方式（一括質問一括答弁方式）と 

一問一答方式の選択によって、一般質問を行うことが 

出来るようになりました。 

率先して取組んでおります「議会改革」の一環です。 

 

 

 

従来の方式は議員が複数の質問をいちどにした後に執 

行部がすべての質問にいちどに答える形ですが、一問 

一答方式では、１つの質問ごとに、質問答弁が繰返 

されるので、一つずつ質問が完結され非常にわかり 

易くなるかと思います。 

是非聞き比べに傍聴に足を運んでみて下さい。 

避難指示区域・・・福島第一原発事故で国が住民に避難を指示し、立ち入りが制限されている地区 

自主避難者・・・・避難指示区域外の地域から自主的に被爆を避けようと避難している人々 

 

           

質問）下妻市への避難者の推移はどうなっているか？ 

答弁）事故当時は 14 世帯 52 名、2 月末現在は 3 世帯 8 名（うち 2 世帯 4 名が自主避難者）。 

 

質問）当市において福島県職員と帯同してのニーズ調査は行われたか、行われたならばその結果は？ 

答弁）ニーズ調査はおこなわれていない。 

再質）当市では行われていないとのことだが、他自治体での調査結果はどうなっているか？ 

答弁）住宅や収入の確保、子供の就学に関することなどの意見が多く届いているとのこと。 

 

質問）3 月末で自主避難者に対する福島県からの住宅補助が打切られるが、下妻市にこの制度の受給者

はいるか？ 

答弁）自主避難者に対する補助制度を受けている世帯はない、（避難指定地区から避難している 1 世帯

については引き続き家賃補助の対象となる）。 

再質）全国避難者情報システムという情報提供の仕組みがある、避難先自治体である下妻市としても

このシステムへの登録を促すべきと考える、実行の考えはあるか？ 

答弁）被災後に広報で呼びかけを行った（現在 3 世帯が登録されている）まだ把握されていない避難

者がいる可能性もあるので再度周知をしていきたい。 

 

質問）災害発生時に自力での避難が困難な方をリスト化してフォローする体制を整えているところか

と思うが、原発避難者については住民票を移していないことから、その検討対象にならないと

いう問題がある、この問題に対してはすでに水戸、日立など 8 市町村が対応済みとのことだが、

当市においても同様の対応が必要と考える、実施の考えはあるか？ 

答弁）現在対象者はないが、対象者が分かった場合や申出があった場合は名簿に掲載します。 

再質）現在把握している避難者には対象者はいないとのことだが、先ほどの提案の「全国避難者情報

システム」の呼びかけに合わせて、支援者リストへの登録も呼びかけるよう要望します。 

 

福島第一原発事故による自主的な避難者に対する家賃補助が３月末で終了します。 

避難児童に対するいじめ問題も全国的に取りざたされています。 

避難者への何らかの支援が必要と考える人の割合は 95％超との報道もあります。 

その様な状況の中、下妻市としても最大限の支援が必要と考え質問しました。 

 

【新たに設置された質問席】 


